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Ｐ１

款・項・目 020201税務総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

※事務事業コード／ 0102020103 平成 24 年度 事務事業シート
部署名 部 市民部 課 税務課 事業年度期限 （平成 年度～平成

市民協働 行政主体 総合計画
コード

年度）

5422
新規／継続

（事業区分１）
継続

目　的
（成果）

市税についての理解に努め、税に関する意識の高揚を図り、自主財源を確保する。

内　容
（概要）

●税関係団体研修会の参加等による税情報の収集
●税関係団体への負担金の納付等

事業名 03税務事務総合調整事業
会　計 一般会計

■事業費 (単位：円）
平成22年度 決算 平成23年度 決算 平成24年度 予算

事業内容
●税制度の啓発、広報
●税関係団体への負担金の納付等
●税関係団体研修会等の参加

●税制度の啓発、広報
●税関係団体への負担金の納付等
●税関係団体研修会等の参加

●税制度の啓発、広報
●税関係団体への負担金の納付等
●税関係団体研修会等の参加 【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金 県支出金 県支出金

市債 市債 市債
その他 889,867 その他 896,600 その他 1,006,000

一般財源 0 一般財源 0 一般財源 0
計 889,867 計 896,600 計 1,006,000

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

決算額計 889,867 決算額計 896,600

金額 うち臨時分
09 旅費 28,760 09 旅費 28,280 09 旅費 62,000
11 需用費 109,407 11 需用費 115,520 11 需用費 157,000
19 負担金、補助及び交付金 751,700 19 負担金、補助及び交付金 752,800 19 負担金、補助及び交付金 787,000

予算現額計 1,006,000
1,007,000 H23当初予算額 1,065,000 伸び率(％)

0
対・予 -5.5

人件費 職員人件費 2.6 人工 20,663,926 職員人件費
（参考） H22当初予算額

20,795,996 職員人件費 2.4 人工
対・決 12.2

18,288,000
総事業費 歳出+職員人件費 21,553,793 歳出+職員人件費 21,692,596 歳出+職員人件費 19,294,000

2.6 人工

無 有 



　

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成22年度 平成23年度 平成24年度

活動
指標

税関係団体研修会及び申告相談研修
の参加人数

人 税務研修会・税制改正説明会等の参加
目標 70

租税教室の実施回数 回 租税教室の実施
目標

70 70
実績 71 69

3 3 3
実績 3 3

成果
指標

自書申告件数 件 申告書の自書作成の推進
目標 4000

目標

4000 4000
実績 4051 4000

実績
■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
・納税者の税に関する意識や税申告に対する意識の高揚を図るための、
税制度の広報活動

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）
・税に関する啓発等の広報活動

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞

・地方自治法、地方税法に基づく事務である。

目標達成状況の点検 中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

・納税者からの問い合わせや申し出等に対する体制づくりの充実
　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた
　　【目標達成状況　Total判定】

■今後の方向性
一次評価　【課長評価】

　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 　木村　正美 担当課名 税務課
・税務署、県税事務所等との連携により新制度や改正内容等の税情報を発信している。
・自書申告の一層の推進が必要である。

事業の方向性 　 （ 年後を目処）

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

・ホームページや広報誌等に、これまでどおり税制度及び税法改正に関
する基本的な情報を掲載する。

　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる
　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 　根本　光男 担当部名 市民部
確認

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
・税制度及び税制改正等について、市民に分かりやすい説明となるよう注
意を図る。

・国・都道府県・市区町村・各種団体等の協力を得た、税制度の広報活動の推進による税意識
の一層の高揚が必要である。

確認 

A:高い（義務） B:普通 C：低い 

A:目標よりも大きな成果が得られた B:概ね目標の成果が得られた 

C:目標とする成果が得られなかった 

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要 

C：見直す余地がない 

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了 

増額 現状維持 減額 



+

115,323,000
6.3 人工 人工

対・決 4.5
49,530,000

総事業費 歳出+職員人件費 119,376,526 歳出+職員人件費 113,323,463 歳出+職員人件費
職員人件費

（参考） H22当初予算額
50,390,298 職員人件費 6.5

0
対・予 2

人件費 職員人件費 6.3 人工 50,070,283

予算現額計 65,793,000
69,427,000 H23当初予算額 64,475,000 伸び率(％)

8,000
30,000,000

27 公課費 7,600 27 公課費

500,000
23 償還金利子及び割引料 36,163,804 23 償還金利子及び割引料 28,940,261 23 償還金利子及び割引料

538,000
22 補償補填及び賠償金 0 22 補償補填及び賠償金 0 22 補償補填及び賠償金

184,000
19 負担金、補助及び交付金 686,000 19 負担金、補助及び交付金 524,267 19 負担金、補助及び交付金

27,934,000
14 使用料及び賃借料 183,960 14 使用料及び賃借料 183,960 14 使用料及び賃借料

4,325,000
13 委託料 25,821,725 13 委託料 27,030,852 13 委託料

864,000
12 役務費 3,908,421 12 役務費 4,103,719 12 役務費

1,440,000
11 需用費 1,042,993 11 需用費 795,136 11 需用費

金額 うち臨時分
07 賃金 1,491,740 07 賃金 1,354,970 07 賃金

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

決算額計 69,306,243 決算額計 62,933,165

計 69,306,243 計 62,933,165 計 65,793,000
一般財源 0 一般財源 0 一般財源 5,793,000
その他 その他 その他
市債 市債 市債

国庫支出金
県支出金 69,306,243 県支出金 62,933,165 県支出金 60,000,000

事業内容

●申告資料投入・検収●未申告相談●扶
養否認調査●課税対象者の所得把握●
固定資産評価・名寄帳電算処理●税制度
の周知徹底　●エルタックスの導入

●申告資料投入・検収●未申告相談●扶
養否認調査●課税対象者の所得把握●
固定資産評価・名寄帳電算処理●税制度
の周知徹底　●エルタックスの推進

●申告資料投入・検収●未申告相談●扶養否認調査
●課税対象者の所得把握●固定資産評価・名寄帳電
算処理●税制度の周知徹底　●エルタックスの推進 【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金

■事業費 (単位：円）
平成22年度 決算 平成23年度 決算 平成24年度 予算

新規／継続
（事業区分１）

継続

目　的
（成果）

税負担の適正・公正化を図り、自主財源を確保する。

内　容
（概要）

市税課税対象者の適正な把握に努めた納税通知書・台帳・統計調書の調製

事業名 02市税賦課事務事業
会　計 一般会計

年度～平成

市民協働 行政主体 総合計画
コード

年度）

5422

市民部 課 税務課 事業年度期限 （平成

Ｐ１

款・項・目 020202賦課費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

※事務事業コード／ 0102020202 平成 24 年度 事務事業シート
部署名 部 無 有 



　

・申告相談の会場等、今後の職員状況により対応策を検討する。・より効率的な電算業務の促進の検討が必要である。
・電子申告システムの活用による、正確性及び迅速性の一層の向上が必要である。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 　根本　光男 担当部名 市民部
確認

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

・申告相談事務に対して、各課に在籍している税務経験職員の支援が得
難くなってきているが、引き続き協力を求めるとともに、自書申告の普及に
努める。

　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

・税務関係研修への参加等により職員の税知識を高め、市民サービスの充実を図った。 事業の方向性 　 （ 年後を目処）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 　木村　正美 担当課名 税務課

・市民部各課や税務経験職員との協力体制の充実
　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞

・税務関係研修への参加等による職員の税知識の一層の向上が必要である。

目標達成状況の点検 中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

・賦課にあたっての、入力・異動処理に対応できる体制づくりの強化
　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
・正確で、公平な課税に資するための、適時の課税資料の取得や把握、
入力処理、点検等の体制づくり

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

実績

150 150
実績 160 184成果

指標

税相談件数 件 税相談や課税内容の問い合わせ等の対応
目標 150

目標

10 10
実績 10 14

回 市民の税制度への理解を得るための広報
目標

30 29
実績 29 32

10

平成22年度 平成23年度 平成24年度

活動
指標

申告・未申告相談日数 日 申告相談及び未申告相談の実施
目標 29

税制度の周知回数

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明

確認 

A:高い（義務） B:普通 C：低い 

A:目標よりも大きな成果が得られた B:概ね目標の成果が得られた 

C:目標とする成果が得られなかった 

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要 

C：見直す余地がない 

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了 

増額 現状維持 減額 



+

Ｐ１

款・項・目 020202賦課費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

※事務事業コード／ 0102020203 平成 24 年度 事務事業シート
部署名 部 市民部 課 税務課 事業年度期限 （平成 年度～平成

市民協働 行政主体 総合計画
コード

年度）

5422
新規／継続

（事業区分１）
継続

目　的
（成果）

固定資産評価基準に基づき、適正かつ公正な評価を実現し、市税を確保する。

内　容
（概要）

固定資産税の実務全般において、新しい情報を基に課税客体の把握に努め、公平で適正な価格体系の確立を図るために必要な業務を行う。

事業名 03固定資産適正評価事業
会　計 一般会計

■事業費 (単位：円）
平成22年度 決算 平成23年度 決算 平成24年度 予算

事業内容

●平成24年度路線価方式に向けた、地価
形成要因解析・路線価算定用比準表作
成・宅地比準表作成・路線価算出・宅地照
合業務●標準宅地価格調査、時点修正

●時点修正後の路線価算出・画地認定・
画地計測、公開用路線図及び路線価表示
台帳の作成●時点修正●公図加除修正

●時点修正後の路線価算出・画地認定・画地計測、公
開用路線図及び路線価表示台帳の作成●時点修正●
公図加除修正 【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金 県支出金 2,027,000 県支出金 1,376,000

市債 市債 市債
その他 その他 その他

一般財源 24,757,740 一般財源 7,421,897 一般財源 10,185,000
計 24,757,740 計 9,448,897 計 11,561,000

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

決算額計 24,757,740 決算額計 9,448,897

金額 うち臨時分
13 委託料 24,757,740 13 委託料 9,448,897 13 委託料 11,561,000

予算現額計 11,561,000
30,000,000 H23当初予算額 9,450,000 伸び率(％)

0
対・予 22.3

人件費 職員人件費 3.1 人工 24,637,758 職員人件費
（参考） H22当初予算額

24,795,226 職員人件費 3.1 人工
対・決 22.4

23,622,000
総事業費 歳出+職員人件費 49,395,498 歳出+職員人件費 34,244,123 歳出+職員人件費 35,183,000

3.1 人工

無 有 



　

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成22年度 平成23年度 平成24年度

活動
指標

時点修正鑑定評価ポイント数 地点 土地価格に関する下落状況を把握するための標準宅地の鑑定評価
目標 83

目標

94 249
実績 83 249

実績

成果
指標

時点修正鑑定評価反映件数 件
不動産鑑定評価による土地の価格形成要因の的確な評価に基づく課税
の反映

目標 83

目標

94 249
実績 83 249

実績
■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
・土地評価の基礎資料整備の実施による公平で適正な価格体系の確立
・地番図管理システムへの土地課税マスターのデータ反映

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

・路線の付設設定変更など現況調査実施による適正な路線価算出
・地番図管理システムへの画地計測データや路線価情報の反映

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞

・公平な課税を進めるために課税客体の把握をするうえで必要不可欠である。

目標達成状況の点検 中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

・路線価評価方式での適正な評価替え実施による課税
・路線価評価データや適正な公図加除修正データが反映できる地番図
管理システムの構築

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた
　　【目標達成状況　Total判定】

■今後の方向性
一次評価　【課長評価】

　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 　木村　正美 担当課名 税務課

・時点修正鑑定評価により公平かつ適正な課税を行った。 事業の方向性 　 （ 年後を目処）

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

・課税客体の把握を正確に行う。　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる
　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 　根本　光男 担当部名 市民部
確認

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
・現地確認等を踏まえ、課税客体を的確に把握するように努める。

・地番図管理システムを有効活用し、効率的な業務運用を図る。

確認 

A:高い（義務） B:普通 C：低い 

A:目標よりも大きな成果が得られた B:概ね目標の成果が得られた 

C:目標とする成果が得られなかった 

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要 

C：見直す余地がない 

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了 

増額 現状維持 減額 


